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会
　
計 

監
査
部
会
長
に
脇
田
良
一
委
員
を

指
名
│
企
業
会
計
審
議
会
総
会

前年同期比増加率の推移 （単位：％、億円） 
◆売上高（金融業、保険業を除く）　製造業、非製造業ともに増収　　 
売上高は、348兆9,443億円で、前年同期（335兆1,782億円）を13兆7,661億円上回り、対前年

同期増加率（以下「増加率」という）は4.1％（前期6.5％）となりました。 
業種別にみると、製造業では、石油・石炭などで減収となったものの、食料品、生産用機械、電気機

械などで増収となったことから、製造業全体では6.7％（同12.2％）となりました。一方、非製造業で
は、建設業、物品賃貸業、不動産業などで減収となったものの、サービス業、卸売業､小売業、情報通信
業などで増収となったことから、非製造業全体では3.0％（同4.1％）となりました。 
資本金階層別の増加率をみると、10億円以上の階層は3.8％（同5.7％）、1億円～10億円の階層

は△2.2％（同2.1％）、1,000万円～1億円の階層は7.0％（同9.1％）となりました。 
◆経常利益（金融業、保険業を除く）　製造業、非製造業ともに増益　　 
経常利益は、13兆2,114億円で、前年同期（10兆3,763億円）を2兆8,351億円上回り、

増加率は27.3％（前期54.1％）となりました。 
業種別にみると、製造業では、食料品、業務用機械などで減益となったものの、生産用機械、電気機

械、化学などで増益となったことから、製造業全体では20.0％（同209.0％）となりました。一方、非
製造業では物品賃貸業などで減益となったものの、サービス業、運輸業､郵便業、卸売業､小売業など
で増益となったことから、非製造業全体では31.6％（同19.9％）となりました。 
資本金階層別の増加率をみると、10億円以上の階層は33.1％（同78.1％）、1億円～10億円の階

層は10.7%(同40.3％）、1,000万円～1億円の階層は27.2％（同24.1％）となりました。 
◆設備投資（金融業、保険業を除く）　製造業では増加、非製造業では減少　　　　 
設備投資は、9兆2,412億円で、増加率は3.8％（前期5.0％）となりました。 
業種別にみると、製造業では、石油・石炭、はん用機械、化学などで減少したものの、情報通信機械、

鉄鋼業、電気機械などで増加したことから、製造業全体では13.0％（同9.1％）となりました。一方、
非製造業では、物品賃貸業、情報通信業、サービス業などで増加したものの、電気業、卸売業､小売業、
運輸業､郵便業などで減少したことから、非製造業全体では△0.5％（同2.9％）となりました。 
資本金階層別の増加率をみると、10億円以上の階層は4.5％（同△6.5％）、1億円～10億円の

階層は△7.8％（同△9.0％）、1,000万円～1億円の階層は8.5％（同45.6％）となりました。 
なお、ソフトウェア投資額は7,047億円で、増加率は△6.5％ (同6.8％)となり、ソフトウェア投

資額を除いた設備投資額は8兆5,364億円で、増加率は4.8％（同4.8％）となりました。 

──平成22年10～12月期調査 

回答法人数 22,546社 （18,993社） 
回　答　率 73.7％ （73.7％） 
（　）書きは金融業、保険業を除いた数値です。 

財務省法人企業統計調査 この調査は、統計法に基づく基幹統計として資本金1千万円以上の営利法人等を対象に、企業活動の短期的動向を把握することを目的として、四半期ごとの仮決算計数を調査してい
るものです。なお、平成20年度調査より、金融業、保険業を含めた調査を実施しています。以
下は平成23年3月3日に発表した平成22年10～12月期の調査結果の概要です。 

財務省では、「法人企業統計調査」の公表の早期化を進めています。 
そのためには、調査票の早期回収が不可欠ですので、調査の対象となった法人は、
必ず提出期限までに財務省（財務局・財務事務所）への提出をお願いします。 
なお、次回平成23年1～3月期の調査票の提出期限は平成23年5月10日、結果
の公表は平成23年6月2日の予定です。 
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設備投資 
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（注）　設備投資の（　）書きは、ソフトウェア投資額を除いたベース。 
　　　＊印は前年同期の数値が負数のため算出できないものです。 
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会
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Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
・
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
の
再
検
討
の

状
況
を
確
認
│
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、
収
益
認
識
専
門
委

去
る
２
月
24
日
、
企
業
会
計
審
議

会（
会
長 : 
安
藤
英
義
専
修
大
学
教

授
）総
会
が
開
催
さ
れ
た
。
竹
内
佐

和
子
氏（
京
都
大
学
客
員
教
授
）、
友

永
道
子
氏（
公
認
会
計
士
）、
平
松
一

夫
氏（
関
西
学
院
大
学
教
授
）の
退
任

に
伴
い
、
１
月
に
関
根
愛
子
委
員

（
公
認
会
計
士
）、
根
本
直
子
委
員

（
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
＆
プ
ア
ー
ズ
　
マ

ネ
ー
ジ
ン
グ
デ
ィ
レ
ク
タ
ー
）、
脇

田
良
一
委
員（
早
稲
田
大
学
教
授
）が

新
任
さ
れ
て
か
ら
、
初
め
て
の
総
会

と
な
る
。

会
議
の
主
な
内
容
と
し
て
は
、
次

の
と
お
り
。

審
議
会
の
審
議
事
項
に
つ
い
て

事
務
局
か
ら
各
部
会
の
審
議
事
項

に
つ
い
て
説
明
が
あ
り
、安
藤
会
長
か

ら
監
査
部
会
の
部
会
長
に
脇
田
委
員

を
指
名
し
た
旨
の
報
告
が
さ
れ
た
。

会
計
・
監
査
を
め
ぐ
る
動
向

昨
年
11
月
の
総
会
以
降
の
会
計
・

監
査
を
め
ぐ
る
動
向
に
つ
い
て
事
務

局
よ
り
説
明
が
あ
り
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
を

め
ぐ
る
国
際
的
動
向
や
日
本
で
の
適

用
時
期
に
つ
い
て
、
各
委
員
よ
り

「
２
０
１
２
年
目
途
と
さ
れ
て
い
る

強
制
適
用
の
判
断
を
待
っ
て
か
ら
で

も
、
十
分
間
に
合
う
よ
う
な
準
備
期

間
を
取
れ
る
よ
う
に
し
て
ほ
し
い
」

な
ど
の
意
見
が
発
せ
ら
れ
た
。

去
る
３
月
２
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
32
回
収
益
認
識
専
門
委

員
会
を
開
催
し
た
。

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
・
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
が
、
公
開

草
案（
Ｅ
Ｄ
）「
顧
客
と
の
契
約
か
ら

生
じ
る
収
益
」へ
の
コ
メ
ン
ト
を
受

け
て
行
っ
て
い
る
、
再
検
討
の
状
況

に
つ
い
て
議
論
が
な
さ
れ
た
。

履
行
義
務
の
識
別

Ｅ
Ｄ
で
提
案
さ
れ
て
い
た
、
財
ま

た
は
サ
ー
ビ
ス
を
区
別
で
き
る
か
ど

う
か
の
規
準
に
つ
い
て
、
再
検
討
の

結
果
、
次
の
よ
う
な
暫
定
合
意
が
な

さ
れ
て
い
る
。

①
　
次
の
双
方
を
満
た
す
場
合
に
企
業

は
財
ま
た
は
サ
ー
ビ
ス
を
別
個
の
履

行
義
務
と
し
て
会
計
処
理
す
る

・
財
ま
た
は
サ
ー
ビ
ス
の
顧
客
へ
の
移

転
パ
タ
ー
ン
が
他
の
約
束
し
た
財
ま

た
は
サ
ー
ビ
ス
と
異
な
る

・
財
ま
た
は
サ
ー
ビ
ス
に
は
区
別
で
き

る
機
能
が
あ
る

②
　
次
の
い
ず
れ
か
で
あ
る
場
合
、
財

ま
た
は
サ
ー
ビ
ス
に
は
区
別
で
き
る

機
能
が
あ
る

・
企
業
が
通
常
そ
の
財
ま
た
は
サ
ー
ビ

ス
を
別
個
に
販
売
し
て
い
る

・
顧
客
は
そ
の
財
ま
た
は
サ
ー
ビ
ス
を

そ
れ
自
体
で
、
ま
た
は
顧
客
が
容
易

に
利
用
で
き
る
他
の
資
源
と
あ
わ
せ

て
使
用
で
き
る

こ
れ
に
つ
い
て
は
、「
使
用
で
き

る
」か
で
は
な
く
、
顧
客
に
と
っ
て

価
値
が
あ
る
か
と
い
っ
た
顧
客
の
視

点
が
重
要
な
の
で
は
な
い
か
と
い
う

意
見
や
、
反
対
に
、
顧
客
の
視
点
は

企
業
側
に
と
っ
て
判
断
し
づ
ら
い
と

い
う
意
見
な
ど
が
出
さ
れ
た
。

履
行
義
務
の
充
足

Ｅ
Ｄ
で
は
、
顧
客
が
財
ま
た
は

サ
ー
ビ
ス
の
支
配
を
獲
得
し
て
い
る

か
の
指
標
に
つ
い
て
、
次
の
よ
う
に

示
さ
れ
て
い
た
。

・
顧
客
が
無
条
件
の
支
払
義
務
を
負
っ

て
い
る

・
顧
客
が
法
的
所
有
権
を
有
し
て
い
る

・
顧
客
が
物
理
的
に
占
有
し
て
い
る

・
財
ま
た
は
サ
ー
ビ
ス
の
デ
ザ
イ
ン
ま
た

は
機
能
が
顧
客
に
固
有
の
も
の
で
あ
る

こ
の
う
ち
、
４
つ
め
の
指
標
を
削

除
し
、
代
わ
り
に「
所
有
の
リ
ス
ク

と
便
益
」を
追
加
す
る
こ
と
で
暫
定

合
意
さ
れ
て
い
る
。
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フラッ
シュ 

統
計

日
本
の
10
│
12
月
期
Ｇ
Ｄ
Ｐ
実
質

１
・
１
％
減
、10
年
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は

世
界
３
位
が
確
定

日
本
の
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
年
間
を
通
じ

て
初
め
て
中
国
に
抜
か
れ
、世
界
３
位

に
な
っ
た
こ
と
が
確
定
し
た
。内
閣
府

が
発
表
し
た
２
０
１
０
年
10
│
12
月
期

の
国
内
総
生
産（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）速
報
値
は
物

価
変
動
の
影
響
を
除
い
た
実
質
で
前
期

比
０
・
３
％
減
、年
率
換
算
で
１
・
１
％

減
と
な
っ
た
。マ
イ
ナ
ス
成
長
は
５
四

半
期
ぶ
り
。生
活
実
感
に
近
い
名
目
成

長
率
は
０
・
６
％
減
、年
率
換
算
で
は

２
・
５
％
減
で
、２
期
ぶ
り
に
マ
イ
ナ
ス

と
な
っ
た
。２
０
１
０
年
の
名
目
Ｇ
Ｄ

Ｐ
の
実
額
は
内
閣
府
の
試
算
で
は
ド
ル

換
算
す
る
と
５
兆
４
、７
４
２
億
ド
ル

で
、中
国
の
５
兆
８
、７
８
６
億
ド
ル
を

４
、０
４
４
億
ド
ル
下
回
っ
た
。

前
期
比
０
・
３
％
減
の
実
質
成
長
率

の
内
訳
は
、内
需
の
減
少
が
０
・
２
％

分
、外
需
の
減
少
が
０
・
１
％
分
と
な
っ

た
。内
需
で
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
６
割
近
く
を

占
め
る
個
人
消
費
が
前
期
比
０
・
７
％

減
。７
│
９
月
期
の
０
・
９
％
増
か
ら
大

き
く
落
ち
込
ん
だ
。タ
バ
コ
増
税
前
の

駆
込
み
需
要
の
反
動
減
で
非
耐
久
財
が

実
質
ベ
ー
ス
で
３
・
６
％
減
っ
た
。耐
久

財
で
は
エ
コ
カ
ー
補
助
金
終
了
の
影
響

で
自
動
車
が
減
少
し
た
が
、12
月
の
家

電
エ
コ
ポ
イ
ン
ト
制
度
の
特
典
縮
小
を

前
に
し
た
テ
レ
ビ
の
駆
込
み
需
要
が
自

動
車
の
落
込
み
を
カ
バ
ー
し
た
。

個
人
消
費
以
外
で
み
る
と
、設
備
投

資
が
前
期
比
０
・
９
％
増
で
、５
期
連
続

の
プ
ラ
ス
と
な
っ
た
。ま
た
住
宅
投
資

は
ロ
ー
ン
減
税
な
ど
の
政
策
効
果
も

あ
っ
て
前
期
の
１
・
８
％
増
か
ら
３
・
０

％
増
に
拡
大
し
た
。在
庫
は
石
油
化
学

製
品
や
飲
料
な
ど
が
増
え
、実
質
成
長

率
に
対
す
る
民
間
在
庫
の
寄
与
度
は

０
・
２
ポ
イ
ン
ト
と
な
っ
た
。こ
れ
に
対

し
て
公
共
投
資
は
民
主
党
政
権
の
公
共

事
業
削
減
が
響
き
、５
・
８
％
減
だ
っ

た
。外
需
で
は
輸
出
が
自
動
車
の
販
売

不
振
や
半
導
体
関
連
の
世
界
的
な
在
庫

調
整
の
遅
れ
で
、前
期
比
０
・
７
％
減
と

７
期
ぶ
り
の
マ
イ
ナ
ス
。総
合
的
な
物

価
動
向
を
示
す
Ｇ
Ｄ
Ｐ
デ
フ
レ
ー
タ
ー

は
前
年
同
期
比
１
・
６
％
低
下
、５
期
連

続
で
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
た
。前
期
比
で

も
０
・
４
％
の
低
下
で
、デ
フ
レ
の
状
態

が
続
い
て
い
る
こ
と
を
裏
づ
け
た
。

２
０
１
０
年
暦
年
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
実
質

で
５
３
９
兆
７
、４
２
５
億
円
。前
期
比

３
・
９
％
増
。名
目
は
４
７
９
兆
２
、２

３
１
億
円
で
前
年
比
１
・
８
％
増
と
と

も
に
３
年
ぶ
り
に
プ
ラ
ス
と
な
っ
た
。

名
目
、実
質
と
も
に
戦
後
最
悪
の
減
少

率
を
記
録
し
た
09
年
か
ら
は
大
幅
に
改

善
し
た
。た
だ
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
水
準
は

リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
前
の
07
年
の
９

割
強
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。ま
た
円
高
・

ド
ル
安
の
影
響
で
ド
ル
換
算
し
た
日
本

の
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
膨
ら
ん
だ
も
の
の
、

中
国
の
経
済
成
長
が
こ
れ
を
上
回
っ

た
。日
本
は
世
界
３
位
に
な
っ
た
が
４

位
の
ド
イ
ツ
と
は
な
お
２
兆
ド
ル
以
上

の
開
き
が
あ
る
。

米
財
政
赤
字
、11
年
度
は
最
悪
の

１
兆
６
、４
５
０
億
ド
ル

オ
バ
マ
大
統
領
は
こ
の
ほ
ど
２
０
１

２
会
計
年
度（
11
年
10
月
―
12
年
９
月
）

の
予
算
教
書
を
ま
と
め
た
。予
算
教
書

は
大
統
領
が
議
会
に
対
し
て
予
算
面
の

考
え
方
を
示
す
も
の
。そ
の
な
か
で
11

年
度
の
財
政
赤
字
は
約
１
兆
６
、４
５

０
億
ド
ル（
約
１
３
７
兆
円
）と
な
り
、

12
年
度
も
約
１
兆
１
、０
１
０
億
ド
ル

に
達
す
る
と
の
見
方
を
示
し
た
。財
政

赤
字
が
１
兆
ド
ル
を
超
え
る
の
は
４
年

連
続
。11
年
度
の
財
政
赤
字
は
金
融
危

機
時
の
09
年
度
を
上
回
り
、過
去
最
大

を
更
新
し
、国
内
総
生
産
の
10
・
９
％
ま

で
拡
大
す
る
こ
と
に
な
る
。

そ
の
一
方
で
、一
段
の
財
政
悪
化
を

防
ぐ
た
め
、予
算
教
書
は
政
策
的
な
支

出
の
伸
び
を
５
年
間
凍
結
す
る
方
針
を

示
し
た
。今
後
10
年
間
で
の
財
政
赤
字

の
削
減
規
模
は
１
兆
１
、０
０
０
億
ド

ル
を
見
込
ん
で
お
り
、赤
字
削
減
の
３

分
の
２
を
国
防
費
な
ど
の
歳
出
抑
制
、

残
り
３
分
の
１
を
増
税
な
ど
で
達
成
す

る
計
画
。

世
界
の
食
料
品
価
格
は
危
険
水
準

世
界
的
な
食
料
品
価
格
の
急
騰
が
深

刻
だ
。世
界
銀
行
は
高
騰
す
る
食
料
品

価
格
の
監
視
報
告
書
を
こ
の
ほ
ど
発
表

し
た
。１
月
の
食
料
品
価
格
の
全
体
指

数
は
前
年
同
月
比
29
％
、２
０
１
０
年

10
月
比
で
も
15
％
上
昇
し
た
。

こ
れ
は
食
料
品
価
格
の
高
騰
が
深
刻

化
し
た
08
年
６
月
に
迫
る
水
準
。ゼ
ー

リ
ッ
ク
世
界
銀
行
総
裁
は
08
年
に
世
界

各
地
で
暴
動
が
お
き
た
こ
と
を
踏
ま

え
、「
世
界
の
食
料
価
格
は
危
険
な
水
準

に
達
し
て
い
る
」と
警
告
し
た
。

（図表）　日本のＧＤＰ（実質・名目）成長率の推移 
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会
　
計 

四
半
期
会
計
基
準
等
と
連
結
納
税

実
務
対
応
報
告
、３
月
17
日
に
公
表

議
決
へ
│
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

去
る
３
月
３
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
２
２
０
回
企
業
会
計
基

準
委
員
会
を
開
催
し
た
。
主
要
検
討

事
項
は
以
下
の
と
お
り
。
な
お
、
基

本
的
な
論
点
の
説
明
に
つ
い
て
は
前

号
や
２
月
20
日
号
情
報
フ
ラ
ッ
シ
ュ

を
参
照
さ
れ
た
い
。

四
半
期
会
計
基
準
等
の
改
正

(1)
　
年
度
内
の
継
続
性

基
本
的
に
求
め
る
。た
だ
し
、第
３

四
半
期
に
つ
い
て
大
規
模
な
企
業
結

合
な
ど
に
よ
り
、開
示
が
実
務
上
困
難

な
場
合
も
あ
る
。そ
の
場
合
は
、そ
の

旨
お
よ
び
そ
の
理
由
を
記
載
す
る
。

【
補
足
論
点
】

第
２
四
半
期
で
第
１
四
半
期
を
、

ま
た
第
３
四
半
期
で
第
２
四
半
期
を

上
回
る
開
示
を
行
う
こ
と
を
認
め
る

か
ど
う
か
検
討
さ
れ
た
。

情
報
の
有
用
性
の
観
点
か
ら
認
め

る
こ
と
も
検
討
さ
れ
た
が
、制
度
の
安

定
性
や
開
示
の
恣
意
性
等
の
観
点
か

ら
認
め
な
い
こ
と
と
さ
れ
そ
う
だ
。

(2)
　
年
度
間
の
継
続
性

基
本
的
に
は
求
め
な
い
。
し
か

し
、
前
年
度
に
開
示
し
て
い
な
い
も

の
を
当
期
に
開
示
す
る
場
合
、
比
較

情
報
と
し
て
前
期
の
情
報
の
開
示
を

認
め
る
か
議
論
が
あ
っ
た
。

前
年
度
に
開
示
さ
れ
て
い
な
い
場

合
に
、
当
期
の
四
半
期
に
対
応
す
る

比
較
情
報
は
存
在
せ
ず
、
開
示
を
禁

止
す
る
案
も
あ
っ
た
が
、
（
レ

ビ
ュ
ー
手
続
を
前
提
と
し
て
）有
用

な
投
資
情
報
の
任
意
開
示
ま
で
拒
む

必
要
は
な
い
と
さ
れ
そ
う
だ
。

な
お
、次
回
３
月
17
日
の
本
委
員
会

に
て
公
表
議
決
さ
れ
る
見
込
み
だ
。

実
務
対
応
報
告
５
号
の
改
正

実
務
対
応
報
告
公
開
草
案
36
号

「
連
結
納
税
制
度
を
適
用
す
る
場
合

の
税
効
果
会
計
に
関
す
る
当
面
の
取

扱
い（
そ
の
１
）（
案
）」へ
の
コ
メ
ン

ト
の
紹
介
と
対
応
が
検
討
さ
れ
た
。

こ
の
う
ち
、
債
務
免
除
に
係
る
損

益
の
表
示
区
分
に
反
対
意
見
が
あ
っ

た
。
反
対
意
見
で
は
、「
法
人
税
、

住
民
税
、
及
び
事
業
税
」の
次
に
別

掲
す
る
な
ど
、
法
人
税
等
の
区
分
へ

の
表
示
が
提
案
さ
れ
た
。
検
討
の
結

果
、
基
本
的
に
は
公
開
草
案
の
ま

ま
、
営
業
外
損
益
ま
た
は
特
別
損
益

に
区
分
表
示
す
る
こ
と
と
さ
れ
そ
う

だ
。
次
回
３
月
17
日
の
本
委
員
会
に

て
公
表
議
決
さ
れ
る
見
込
み
だ
。

後
発
事
象｢

公
表
承
認
日｣

の
代
替
表
現
等

後
発
事
象
基
準
日
と
い
う
言
葉
が

提
案
さ
れ
た
。
ま
た
、
そ
の
定
義
と

し
て
、「
経
営
者
が
財
務
諸
表
の
作

成
を
完
了
し
公
表
を
可
能
と
す
る
こ
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日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号 

この１0日間に公表・公布された経理関係重要法規等 

　 
2011年 
2月24日 
 　 

2011年 
2月25日 
 　 

2011年 
2月28日 
 

2011年 
3月2日 

監査・保証実務委員会報告第81号「減価償却に
関する当面の監査上の取扱い」の改正につい
て（公開草案） 　 　 
金融商品会計基準（金融負債の分類及び測定）
の見直しに関する検討状況の整理 　 　 　 
マザーズの信頼性向上及び活性化に向けた有
価証券上場規程等の一部改正について 　 　 
TOKYO PRO-BOND Market 規程・規則案お
よびQ&A

日本公認
会計士協
会 
 　 

ASBJ 
 
 

東京証券
取引所 
 

㈱TOKYO 
AIM 取引所 

過年度遡及会計基準等、平成23年度税制改正大綱をもと
に減価償却の取扱いについて見直しを行うもの。コメント
募集は2011年3月17日まで。 　 
IFRSとのコンバージェンスを念頭に、金融負債の分類およ
び測定に関する検討を進めてきたものをまとめたもの。コ
メント募集は2011年4月25日まで。 　 
新規上場申請者について上場会社監査事務所の監査を要
件とすることや上場後10年後の取扱いなど、マザーズの信
頼性向上等を図るための改正。2011年３月31日から施行。 　 
プロ向け債券市場の創設とそれに伴う上場規程、施行規則
等を定める公開草案。意見募集は2011年3月23日まで。 

2011年 
3月10日号 
ニュース記事 

と
に
つ
い
て
一
定
の
判
断
を
行
っ
た

日
」が
示
さ
れ
た
。

な
お
、前
号
に
て
お
伝
え
し
た
と
お金

　
融 

年
度
末
に
向
け
高
ま
る
日
本
の

ソ
ブ
リ
ン
リ
ス
ク

来
年
度
予
算
案
は
、
３
月
１
日
に
衆

議
院
を
通
過
し
参
議
院
に
送
ら
れ
た
。

憲
法
の
規
定
に
よ
り
予
算
案
は
参
議

院
で
の
議
決
結
果
に
か
か
わ
ら
ず
30

日
以
内
に
自
然
成
立
す
る
た
め
、
年

度
内
の
成
立
は
確
実
だ
が
、
依
然
予

算
関
連
法
案
の
成
立
見
込
み
は
た
っ

て
い
な
い
。
よ
っ
て
、
来
年
度
予
算

の
執
行
に
支
障
を
き
た
す
公
算
が
大
き

く
な
っ
て
い
る
。

す
な
わ
ち
、
赤
字
国
債
を
発
行
す

る
た
め
に
必
要
な
公
債
特
例
法
案
、

子
ど
も
手
当
法
案
、
税
制
改
正
法
案

な
ど
、
直
接
国
民
生
活
に
関
わ
る
重

要
な
法
案
が
、
年
度
内
は
お
ろ
か
新

年
度
を
迎
え
て
も
通
ら
な
い
と
い
う

異
常
事
態
が
想
定
さ
れ
る
。
こ
の
な
か

で
も
公
債
特
例
法
案
は
最
も
重
要
だ
。

こ
の
法
案
は
、
92
兆
円
の
歳
入
規

模
の
う
ち
38
兆
円
を
占
め
る
赤
字
国

債
の
発
行
に
関
わ
る
も
の
で
、
仮
に

通
ら
な
け
れ
ば
来
年
度
予
算
執
行
に

際
し
て
資
金
繰
り
が
行
き
詰
ま
る
。

こ
れ
ま
で
自
民
党
政
権
下
で
も
、
予

算
・
予
算
関
連
法
案
の
成
立
が
３
月

末
以
降
に
ず
れ
込
む
こ
と
は
あ
っ

た
。
た
だ
、
そ
の
場
合
で
も
首
相
の

辞
任
を
条
件
に
予
算
関
連
法
案
の
成

立
で
合
意
す
る
な
ど
根
回
し
が
行
わ

れ
、
そ
の
つ
ど
政
権
は
落
と
し
ど
こ

ろ
を
心
得
て
い
て
与
野
党
間
の
駆
引

き
を
行
っ
て
い
た
感
が
あ
る
。

し
か
し
、
今
回
の
民
主
党
政
権
で
は

与
野
党
の
駆
引
き
が
行
わ
れ
て
い
る
気

配
は
な
く
、
双
方
と
も
着
地
点
が
見
え

て
い
な
い
の
が
実
状
だ
。
野
党
幹
部
が

「
衆
院
解
散
を
約
束
す
れ
ば
関
連
法
案

を
通
す
」と
語
っ
た
と
す
る
報
道
に
象

徴
さ
れ
る
よ
う
に
、
現
状
の
ま
ま
で
は

菅
首
相
も
政
権
運
営
に
行
き
詰
ま
る
の

は
明
白
で
、
衆
議
院
解
散
も
か
な
り
現

実
味
を
帯
び
て
き
て
い
る
し
、
そ
れ
も

時
期
が
早
ま
る
可
能
性
も
出
て
き
た
。

外
か
ら
は
、
海
外
の
格
付
会
社
に
よ

る
日
本
国
債
格
下
げ
と
い
う
、
も
う
１

つ
の
時
限
爆
弾
を
抱
え
て
い
る
状
況
だ

が
、
格
付
け
の
動
向
も
予
算
関
連
法
案

の
行
方
に
よ
り
左
右
さ
れ
る
。

た
だ
、
た
と
え
衆
議
院
が
解
散
さ

れ
て
も
、
法
案
成
立
が
担
保
さ
れ
て

い
な
い
限
り
公
債
特
例
法
案
の
成
立

は
さ
ら
に
遅
れ
る
た
め
、
必
ず
し
も

日
本
国
債
の
評
価
に
プ
ラ
ス
と
は
言

い
切
れ
な
い
面
が
あ
る
。
年
度
末
に
か

け
て
日
本
の
ソ
ブ
リ
ン
リ
ス
ク
が
高
ま

る
懸
念
が
徐
々
に
増
し
て
い
る
。

証
　
券 

リ
ビ
ア
情
勢
の
影
響
は
大
き
い

リ
ビ
ア
は
中
東
の
リ
ー
ダ
ー
国
エ

ジ
プ
ト
よ
り
ず
っ
と
小
国
で
あ
る

が
、
世
界
８
位
の
産
油
国
と
し
て
、

そ
の
経
済
的
影
響
力
は
エ
ジ
プ
ト
を

は
る
か
に
上
回
る
。
リ
ビ
ア
情
勢
の

緊
迫
化
に
よ
っ
て
、
原
油
価
格
は
上

昇
加
速
化
の
気
配
を
強
め
て
き
て
お

り
、
世
界
の
株
式
市
場
を
揺
さ
ぶ
っ

て
い
る
。

リ
ビ
ア
の
株
式
市
場
へ
の
影
響

は
、
リ
ビ
ア
の
国
家
フ
ァ
ン
ド
が
こ

れ
ま
で
そ
の
オ
イ
ル
マ
ネ
ー
投
資
に

よ
っ
て
取
得
し
て
き
た
株
式
の
行
方

が
、
に
わ
か
に
不
透
明
に
な
っ
た
こ

と
か
ら
も
生
じ
て
い
る
。
中
心
は
欧

州
諸
国
だ
が
、
イ
タ
リ
ア
株
価
の
下

落
な
ど
は
そ
の
一
例
と
さ
れ
る
。

リ
ビ
ア
の
情
勢
は
特
異
な
政
治
体

制
も
あ
っ
て
、
他
に
例
を
み
な
い
よ

う
な
政
権
と
反
体
制
側
と
の
内
戦
が

拡
大
す
る
様
相
を
呈
し
て
き
て
お

り
、
そ
の
帰
趨
を
予
想
す
る
こ
と
が

き
わ
め
て
困
難
で
あ
る
。

さ
ら
に
リ
ビ
ア
に
続
き
そ
う
な
産

油
国
が
控
え
て
い
る
。
中
東
産
油
国

の
多
く
は
豊
富
な
オ
イ
ル
マ
ネ
ー
を

国
民
生
活
の
上
昇
よ
り
も
、
支
配
層

の
蓄
財
、
軍
備
増
強
、
海
外
資
産
獲

得
な
ど
に
優
先
的
に
向
け
て
き
た
。

平
均
的
な
国
民
の
不
満
が
一
気
に
爆

発
す
る
可
能
性
が
あ
る
の
は
リ
ビ
ア

だ
け
で
な
い
。
そ
れ
に
よ
っ
て
石

油
、
国
際
商
品
を
は
じ
め
経
済
、
金

融
に
ど
こ
ま
で
影
響
が
広
が
る
か
、

予
想
が
つ
か
な
く
な
っ
て
き
た
の
が

現
状
で
あ
ろ
う
。

一
方
、
ア
メ
リ
カ
の
株
式
市
場
は

金
融
の
量
的
緩
和（
Ｑ
Ｅ
２
）の
プ
ラ

ス
効
果
、
実
体
景
気
の
回
復
ば
か
り

に
目
を
向
け
る
形
で
、
年
初
来
、
株

価
上
昇
を
続
け
て
き
た
。
し
か
し
、

ド
ル
の
過
剰
散
布
の
副
作
用
と
し

て
、
国
際
商
品
市
況
の
上
昇
、
新
興

国
の
資
産
バ
ブ
ル
や
イ
ン
フ
レ
促
進

の
懸
念
の
高
ま
り
な
ど
は
確
実
に
進

行
し
て
い
た
。

チ
ュ
ニ
ジ
ア
、
エ
ジ
プ
ト
の
政
変

は
そ
う
し
た
懸
念
に
目
を
向
け
る

き
っ
か
け
と
な
っ
た
が
、
政
変
の
流

れ
が
大
産
油
国
リ
ビ
ア
に
波
及
す
る

に
及
ん
で
、
つ
い
に
懸
念
は
現
実
化

し
た
。

３
月
１
日
の
ア
メ
リ
カ
株
価
は
大

き
く
下
げ
、
日
ご
と
の
株
価
変
動
が

激
し
く
な
っ
て
き
た
。
先
行
き
へ
の

不
安
の
高
ま
り
を
物
語
っ
て
い
る
。

こ
れ
か
ら
の
焦
点
は
ア
メ
リ
カ
の
長

期
金
利
が
ど
う
動
く
か
で
あ
ろ
う
。

も
し
、
原
油
高
、
国
際
商
品
市
況
上

昇
が
ア
メ
リ
カ
の
イ
ン
フ
レ
に
つ
な

が
る
と
し
て
、
長
期
金
利
上
昇（
債

券
価
格
の
下
落
）と
な
れ
ば
、
株
価

の
見
通
し
は
一
変
し
て
し
ま
う
可
能

性
が
あ
る
。

り
、検
討
の
緊
急
性
や
実
務
へ
の
影
響

が
問
題
視
さ
れ
、次
回
で
の
公
表
議
決

は
見
送
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。


